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「風水害編」に係る関係機関の役割は、震災
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と役割」に準ずる。 

 



 

 

 

2 

 

 
  

 



風水害編（予防計画） 第１章 水害予防対策 

第１節 洪水対策（総合的な治水対策） 

 

365 

第
１
章 

水
害
予
防
対
策 

第
２
章 

都
市
施
設
対
策 

第
３
章 

応
急
活
動
拠
点
等
の
整
備 

第
６
章 

防
災
運
動
の
推
進 

第
５
章 

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
等
と
の
連
携
・

協
働 

第
４
章 

地
域
防
災
力
の
向
上 

 

第１章 水害予防対策 

 

○ 台風や高潮等により洪水や雨水出水(*)がしばしば発生し、大きな被害をもたらしている。

このため、洪水対策（総合的な治水対策）や高潮対策等について、それぞれの施策を推進し

ている。 

 

第１節 洪水対策（総合的な治水対策） 
[区、都下水道局東部第一下水道事務所、都建設局第五建設事務所・江東治水事務

所] 

１ 東京都豪雨対策基本方針 

頻発する局地的集中豪雨に対し、降雨特性、浸水実績、費用対効果等の検討を踏まえ、

ハード・ソフト両面からの取組の方向性を明らかにした。 

（１）基本的な考え方 

今後の豪雨対策においては、おおむね 30年後を目標に年超過確率 1/20（区部時間 75

㎜、多摩部時間 65㎜）の降雨に対し床上浸水等の防止を目指し、河川整備や下水道整

備、流域対策を進めることに加え、目標を超える降雨に対しても生命安全の確保を目指

し、浸水被害を最小限に止める減災対策を推進する。 

（２）対策強化流域、対策強化地区の設定 

豪雨や水害の発生頻度などを踏まえ、対策強化流域、対策強化地区を設定する。これ

らの流域・地区では、河川、下水道の整備水準のレベルアップを図り、目標降雨に対し

て浸水被害の防止を目指す。 

（３）家づくり、まちづくり、避難方策の強化 

大規模地下街の浸水対策計画の充実や豪雨災害に関する情報の提供や災害発生時の体

制の整備等により、避難方策を強化する。 

 

２ 河川改修 

本区は、洪水等過去幾度か被害に見舞われてきたが、この間の治水事業によって大河川

による水害の危険は低下した。しかし、積年の地盤沈下によって大半が海面下となってお

り、地球温暖化に伴う気候変動等により突発的な豪雨や大規模な台風が増える中で、高潮、

洪水などの水害に対する安全性をさらに高めていかなければならない地域である。 

河川の現況は、次表のとおりである。 

  

 
 (*) 雨水出水とは、一時的に大量の降雨が生じた場合において、下水道その他の排水施設に当該雨水を排除できないこ

と又は下水道その他の排水施設から河川その他の公共の水域もしくは海域に当該雨水を排除できないことによる出水を

いう。 
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番
号 

種
別 

河川名 管理者 区  域 
区内延長 
（m） 

平均幅員 
（m） 

１ 

一 
 
 
 

級 

荒 川 国 墨田五丁目～東墨田三丁目 3,600 450 

２ 隅田川 都 堤通二丁目足立区境～千歳一丁目江東区境 6,360 170 

３ 旧綾瀬川 

区 

墨田五丁目荒川分派点～ 
堤通二丁目隅田川合流点 

450 50 

４ 旧中川 
東墨田三丁目荒川分派点～ 

立花三丁目江東区境 
2,767 70 

５ 北十間川 
立花三丁目旧中川分派点～ 

吾妻橋一丁目・向島一丁目隅田川合流点 
3,264 18 

６ 横十間川 
業平五丁目北十間川分派点～ 

江東橋四丁目江東区境 
1,638 41 

７ 大横川 
吾妻橋三丁目・業平一丁目北十間川分派点 

～菊川三丁目江東区境 
2,514 30 

８ 竪 川 
江東橋四丁目江東区境～ 

両国一丁目・千歳一丁目隅田川合流点 
2,677 36 

  計   23,270  

※ Ⅷ-06：既往水害被害状況調書（別冊 P337参照） 

（１）江東内部河川整備事業 

昭和 46年３月に策定された「江東内部河川整備計画」に基づき、耐震対策等の整

備が進められてきたが、その後、地盤沈下が沈静化したこと等を受けて、平成元年

３月に江東内部河川整備計画検討委員会により計画が次のとおり見直された。 

ア 治水安全度を向上させるため、埋立・暗渠化により整備する計画であった大

横川及び竪川の一部を、新規に耐震護岸河川として整備する。 

イ 地震水害に対する安全性を確保しつつ、水面の多様な利用の増進等を促すた

め、東側の水位低下河川の計画常時水位を A.P.-1.00mに改める。 

なお、その後、平成５年３月に第二次水位低下を実施し、実際の常時水位を A.P.-

1.00mに変更した。また、現在は、平成 28年６月に策定された「荒川水系江東内部

河川整備計画」に基づいて整備が進められている。 

（２）大横川親水河川整備 

北十間川合流点から竪川合流点までの間において、昭和 56 年度からの盛土造成

工事後、上部整備を実施し、旧撞木橋から竪川間を除き、平成５年４月１日から墨

田区立公園条例（昭和 40年墨田区条例第 18号）の公園として開放している。 

（３）竪川親水河川整備 

大横川合流点から横十間川合流点間において、昭和 63年度から基礎整備事業を、

平成３年度から新辻󠄀橋～松本橋間の上部造成工事を実施し、整備した江東橋二丁目

先及び同一・四・五丁目先の一部の範囲を、平成５年４月から墨田区立公園条例の

公園として開放している。なお、上部整備未了範囲も順次整備し、開放していく。 

 

３ 内水排除 

江東デルタ地帯では、降雨多量の場合に、各区排水機場及び下水道局ポンプ所から排出

される雨水により、内部河川の水位が上昇し、陸地に水が逆流するおそれがある。これを

防止するため、次表の排水機場によって防潮堤外に排水し、逆流を防止する。 
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排水機場 所  在  地 
排水能力 
（１台） 台数 

辰    巳排水機場 江東区辰巳一丁目 44番 12m3/sec ４台 

砂    町排水機場 江東区新砂三丁目８番地先 9m3/sec ４台 

小名木川排水機場 江東区東砂二丁目 17番１号 
14.5m3/sec 

9m3/sec 
３台 

１台 

木 下 川排水機場 江戸川区平井七丁目 34番 25号 
12m3/sec 
5m3/sec 

３台 

２台 

清    澄排水機場 江東区清澄一丁目２番 37号 16m3/sec ３台 

 

本区は一般に平坦な低地であり、地盤の最高地は吾妻橋一丁目隅田公園付近で、A.P.  

+４m、最低地点は立花三・六丁目旧中川沿い付近で A.P. -1.2mとなっている。 

また、区の大半の地域が地盤沈下の影響で東京湾平均満潮面より低い土地になってお

り、区全体がポンプ排水地域である。 

近年都市化の進展、道路舗装等による流出係数の増大によって、一部の低地は集中豪

雨時の雨水排除が困難となっているため、下水道の雨水排除能力の増大に向け、ポンプ

所や幹線管渠
きょ

の整備を進めることにより、１時間 50mmに対応する施設を早期に完成させ

ていく。 

また、今後新設する公共建設物については、雨水利用施設の設置を原則としていくほ

か、民間建築物についても雨水の利用を指導し、その設置費の一部を助成するなどして、

雨水利用を推進していく。 

都下水道施設の現況は、次のとおりである。 

ア 管渠
きょ

施設 

幹  線 30,579m 

枝  線 345,146m 

計 375,725m 

イ ポンプ所 

業平橋ポンプ所（ポンプ所増設中）、吾嬬ポンプ所（雨水ポンプ室再構築中）、隅田

ポンプ所、吾嬬第二ポンプ所（発電機等増設中）、両国ポンプ所の５か所であり、ポン

プ所所在地、原動機、ポンプ、非常時最大排水能力及び現在有効排水面積は、別冊Ⅷ

-07のとおりである。 

※ Ⅷ-07：墨田区内東京都下水道局ポンプ所（別冊 P338参照） 

ウ 雨水貯水池 

豪雨対策のため、大雨時に雨水を貯める施設（三之橋雨水貯水池）を整備する。 

エ 水再生センター 

砂町水再生センター 江東区新砂三丁目９番１号 

処 理 能 力 日量 658,000m3 

そ の 他 自家発電設備 
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 第２節 広報・啓発 
[区] 

１ 迅速かつ正確な情報収集及び伝達 

（１）区は、迅速かつ正確な情報の収集・伝達に努めるとともに、防災関係機関と連携し、

必要な情報を共有・伝達できる体制をつくる。 

（２）区は、要配慮者が利用する施設や地下街等に対し、気象予報等の伝達を確実に行うと

ともに、地下街管理者や住民などが必要としている情報をテレビ、ラジオ等マスメディ

アを通じ、迅速に提供するなど、マスコミ等との連携の強化を図る。 

（３）区は、避難指示発令基準を設定する場合には、住民が余裕を持って、安全かつ円滑に

避難を行えるような基準づくりを実施する。 

 

２ 区民への情報提供 

（１）墨田区水害ハザードマップ 

想定される浸水の区域及び深さ、水害時避難場所等の情報を分かりやすく図示したハ

ザードマップを公表し、事前に区民へ周知することは、区民の危機管理意識の向上、自

主的避難の確立等、洪水による被害の軽減に極めて有効である。 

区は、平成 20年５月にハザードマップを作成して以来、適宜改定のもと、直近では令

和４年３月に「墨田区水害ハザードマップ」を全面改定のもと、同年６月に全戸配布を

行った。 

      ※ Ⅷ-01：墨田区水害ハザードマップ（別冊 P327参照）＜再掲＞ 

（２）情報提供体制の強化 

令和元年東日本台風（台風第 19号）で明らかになった課題への対応として、情報連絡

体系の確認・整理、防災行政無線の運用改善等を行った。 

        

  



風水害編（予防計画） 第１章 水害予防対策 

第３節 高潮対策 

 

369 

第
１
章 

水
害
予
防
対
策 

第
２
章 

都
市
施
設
対
策 

第
３
章 

応
急
活
動
拠
点
等
の
整
備 

第
６
章 

防
災
運
動
の
推
進 

第
５
章 

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
等
と
の
連
携
・

協
働 

第
４
章 

地
域
防
災
力
の
向
上 

 

 

第３節 高潮対策 
[区、都建設局第五建設事務所・江東治水事務所] 

都では、高潮に関する防災事業は、キティ台風や伊勢湾台風などを教訓に、伊勢湾台風級の台

風による高潮からの防御を目標にした「東京都内における高潮対策に関する事業」により、国土

交通省、都建設局、港湾局が分担し、外郭防潮堤、水門護岸などで概成している。 

また、都においては、昭和 49 年低地防災対策委員会からの提言を受け、昭和 55 年度から緩

傾斜型堤防整備事業に、昭和 60 年度からは、スーパー堤防整備事業に着手している。さらに、

平成 29年度には、想定し得る最大規模の高潮による氾濫が発生した場合に浸水が想定される区

域を示した図（高潮浸水想定区域図）を作成した。 

これを受け、区においては、令和３年度の「墨田区水害ハザードマップ」の改定の際に、高潮

浸水想定区域図に対応したマップを追加した。 

 

第４節 洪水に備えた対策 
[区、都建設局第五建設事務所・江東治水事務所、都交通局（門前仲町駅務管区、

馬喰駅務管区）、京成電鉄、東京地下鉄日本橋駅務管区住吉地域] 

 

１ 浸水想定区域の指定及び浸水深の公表 

区は、想定し得る最大規模の降雨により河川が氾濫した場合に、浸水が想定される「荒

川水系洪水浸水想定区域」に指定されている。 

この区域では、洪水予報等の伝達、水害時避難が定められ、特に、地下街等や要配慮者

利用施設及び大規模な工場へは、避難や浸水防止等の訓練・計画策定などの義務付けが行

われている。 

 

２ 浸水想定区域における避難の確保及び浸水防止のための措置 

（１）洪水予報等の伝達方法 

風水害編（応急・復旧対策計画）第３章第２節「水防情報」に準ずる。 

（２）避難場所その他洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な事項 

風水害編（応急・復旧対策計画）第７章第２節「水害時避難計画」に準ずる。 

中高層住宅・事業所ビル等の管理者及び所有者に対し、水害等（津波を含む。）による

浸水時の近隣住民の一時避難受入協力について啓発し、地域の連携により避難体制を確

保する。 

（３）避難訓練の実施 

 浸水想定区域内の浸水防止対策を講じ、必要な訓練についても積極的に行う。 

（４）地下街等、要配慮者利用施設及び大規模な工場への対応 

浸水区域内の地下街等、要配慮者利用施設又は大規模な工場で、当該施設の利用者の

洪水時の円滑かつ迅速な避難を確保する必要があると認められるものがある場合は、こ

れらの施設の名称及び所在地（ただし大規模な工場については、区の条例で定める用途・

規模に該当するもので、かつ施設所有者等の申し出があったものに限る）をあらかじめ

把握し、洪水予報等の伝達方法を定め、これらの施設の管理者等に情報を伝達する。  
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ア 地下街等の対応 

地域防災計画にその名称及び所在地を定められた地下街等の所有者又は管理者は、

単独で又は共同して、当該地下街等の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保

及び洪水時等の浸水の防止を図るための計画を作成する。なお、当該所有者又は管理

者は、作成した計画について区に報告するとともに、公表しなければならない。また

訓練を行わなければならない。 

イ 要配慮者利用施設の対応 

地域防災計画にその名称及び所在地を定められた要配慮者利用施設の所有者又は

管理者は、当該要配慮者利用施設の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を

図るための計画を作成する。なお、当該所有者又は管理者は、作成した計画について

区に報告しなければならない。また、訓練を行わなければならない。 

※ Ⅷ-08：要配慮者が利用する施設（別冊 P339参照） 

ウ 大規模な工場等の対応 

地域防災計画にその名称及び所在地を定められた大規模工場等の所有者又は管理

者は、当該大規模工場等の洪水時等の浸水の防止を図るための計画を作成し、訓練を

行うよう努めなければならない。 

（５）浸水想定区域内の地下街等の名称及び所在地 

水防法第 15 条第１項第４号イで定める浸水想定区域内における地下街等で、その利

用者の洪水時、雨水出水時又は高潮時の円滑かつ迅速な避難の確保及び洪水時等の浸水

の防止を図る必要があると認められるものは、次に掲げる範囲の施設とする。 

ア 地下街等の範囲 

地下街等の範囲は、浸水想定区域内に所在する施設のうち、次のいずれかに該当す

る施設とする。 

（ア）消防法第８条第１項の規定により、防火管理者を定めなければならない防火対象

物で、消防法施行令別表第１ 16の２（地下街）に掲げる防火対象物の用途に供さ

れているもの。ただし、施設関係者のみが利用するものを除く。 

（イ）地階に駅舎を有するもの。 

（ウ）その他、区長が必要と認めるもの。 

イ 地下街の名称及び所在地 

（ア）該当なし 

（イ）下表のとおり 

番号 施設名称 施設所在地 

１ 東京メトロ半蔵門線錦糸町駅 江東橋３-14-６先 

２ 京成押上線・都営浅草線押上駅 押上１-８-21先 

３ 東京メトロ半蔵門線・東武伊勢崎線押上駅 押上１-１-65 

４ 都営大江戸線両国駅 横網１-４-29  

５ 都営新宿線菊川駅 菊川３-16-２ 

６ 都営浅草線本所吾妻橋駅 吾妻橋３-７-16先 

（ウ）該当なし 
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（６）広域的な水没への対応 

広域的な水没の危険に備えて、円滑な避難誘導ができるよう、都・区が国等と連携

し、避難シナリオや避難計画の策定を進めるとともに、広域避難の実施体制の確立を

図る。 

 

３ 地下空間への浸水被害対策 

（１）浸水被害が大きい流域、浸水被害に脆弱な地域等における対策 

ア 適切な地下利用への誘導 

区は、都と連携し、条例・要綱等の活用により、適切な地下空間の利用の誘導方策

を検討する。 

イ 大規模地下空間における浸水対策の促進 

地下鉄や地下街などを対象に、関連する民間の管理者と行政が連携し、施設別の地

下浸水対策を行うなど、先行的に対策を促進する。 

（２）施設管理者等への情報提供 

区は、地下街、地下駐車場等の地下空間の分布把握に努めるとともに、地下空間の

施設管理者等に対して、気象情報等の浸水の危険性に関する情報を提供する。 

（３）地下空間管理者による情報判断 

地下空間管理者は、日頃から浸水実績図や浸水想定区域図をもとに、当該地下空間

の浸水の危険性を把握し、避難誘導経路の確保に努める。 

また、地下空間管理者は、提供される降雨に関する情報等を積極的に活用するとと

もに、出口付近の地盤高を目安にして、早めに警戒策を講じる。 

 

４ 墨田区水害ハザードマップの作成・公表（区） 

本章第２節「広報・啓発」「２ 区民への情報提供（１）墨田区水害ハザードマップ」を

参照 

 

５ 事前防災行動計画（タイムライン） 

大規模な洪水被害で区外への避難が求められる地域の水害課題に対し、荒川下流河川事

務所では、墨田区を含む 16 自治体に拡大した「荒川下流タイムライン（拡大・試行版）」

を策定・公表した。区は、今後、本タイムラインの運用を通じて、内容の振り返り・見直

しを行っていく。 

また、都は、住民向けに、気象情報や避難情報に応じて避難行動を時系列で整理する「東

京マイ・タイムライン」を作成、公表している。 

こうしたタイムラインにさらに検討を加え、有効に活用できるように、洪水に備えた対

策を進める。 
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 第５節 都市型水害に備えた対策 
[区、都下水道局東部第一下水道事務所、都建設局第五建設事務所・江東治水事務

所、都交通局（門前仲町駅務管区、馬喰駅務管区）、京成電鉄、東京地下鉄日本

橋駅務管区住吉地域] 

 

１ 都市型水害の発生の高まり 

市街地の拡大に伴い地域の持つ保水、遊水機能が低下し、河川や下水道に大量の雨水が

一気に流れ込むことから生ずる河川の氾濫や下水道管からの雨水の吹き出しなど、いわゆ

る都市型水害と言われている浸水被害が度々起きている。 

 

２ ハードとソフトを組み合わせた浸水対策 

都市型水害に対しては、下水道や河川による排水機能の整備などのハード面と、ハザー

ドマップや浸水時の情報提供体制、避難・防災体制の整備などのソフト面の対策を進める。 

これらのハード対策及びソフト対策を組み合わせた浸水対策を構築し、それを様々な機

会で区民に広報・啓発活動を行うことで、被害を最小限に抑える。 

 

３ 区民への浸水情報の提供 

（１）雨量・気象情報等の即時伝達 

ア 各管理者の役割 

都 

降雨に関する情報を提供する。 

水防災総合情報システムのホームページを通じて、水位・雨

量情報を提供する。 

水防管理者（区） 住民からの通報や気象情報の問い合わせ窓口を充実する。 

地 下 空 間 管 理 者 
地下街の店舗などに対して、気象情報等を提供し、注意を喚

起するとともに、地下にいる人々の避難誘導などを行う。 

 

４ 避難体制等の整備・確立 

（１）防災拠点施設の現状の点検と浸水時における対策 

区は、水災対策の要である防災拠点施設が、浸水時に機能を果たせるかどうか点検と

対策の推進を行う。 

（２）資器材、物資の備蓄 

区は、水防活動、避難活動、避難者支援のための資器材、物資を常時から備蓄してお

き、それらを水害時に円滑に活用・配給できるよう地域防災計画、体制を点検し、充実

を図る。 

（３）土のうステーション 

区民等の自主的な水防活動を促すとともに、都市型水害の減災に資するため「土のう

ステーション」を設置している。土のうステーションの利用対象者は、区民及び区内個

人事業者としている。設置場所は次表のとおりである。 
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【土のうステーション設置場所】 

設置場所 住所 

若宮公園 本所二丁目２番 19号 

吾嬬西公園 八広六丁目 53番 16号 

立花公園 立花一丁目 27番５号 

錦糸堀公園 江東橋四丁目 17番１号 

ふじのき公園 東向島二丁目７番５号 

つばき公園 墨田五丁目 33番９号 

平井橋倉庫 立花三丁目 29番 10号 

菊川公園 立川四丁目 12番 21号 

横川公園 東駒形四丁目 18番 21号 

業平公園 業平二丁目３番２号 

東墨田公園 東墨田三丁目４番 14号 

隅田児童遊園 墨田四丁目 23番 12号 

 

第６節 津波避難対策 
震災編第５章予防対策第３節「津波避難対策」に準ずる。 
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第７節 水防活動 

第１項 活動方針等 

[区、警視庁第七方面本部、本所・向島警察署、東京消防庁第七消防方面本部、本所・

向島消防署、都建設局第五建設事務所・江東治水事務所] 

 

水防管理団体である区や関係機関、警察署、消防署等は、洪水や高潮の際に、河川を巡視し、

危険な場合には土のうの積み上げ、シートの設置など水害を未然に防止・軽減する水防活動を

行う。 

区は、外郭堤防の決壊等による浸水発生時に各機関の水防活動等が十分行われるよう、次の

ような各種の活動を確保する。 

（１）水防上必要な監視、警戒、通信、連絡及び輸送体制 

（２）水防に必要な器具、資器材及び設備の整備 

（３）区における相互の協力及び応援体制 

 

機関名 水防活動任務の内容 

区 

区域内の水防を十分に果たすため、都、都の出先機関、消防署及び警

察署と緊密な連絡を保ち、情報交換、相互援助等により円滑な水防活動

を行う。 

都 
区が実施する水防活動が十分行われるよう情報交換や連絡等を密に

し、水防上必要な器具、資器材等の整備及び技術的な援助を行う。 

 

第２項 水防組織 

[区、警視庁第七方面本部、本所・向島警察署、東京消防庁第七消防方面本部、本所・

向島消防署、都建設局第五建設事務所・江東治水事務所] 

 

震災時の水災に対処する非常配備態勢等については、風水害編（応急・復旧対策計画）第３

章「水防対策」に基づき実施する。 

 

第３項 資器材の整備 

[区、警視庁第七方面本部、本所・向島警察署、東京消防庁第七消防方面本部、本所・

向島消防署、都建設局第五建設事務所・江東治水事務所] 

 

管内における水防活動を十分に行うことができるよう、水防資器材及び施設の整備並びに輸

送の確保に努める。また、管内の水防活動に直ちに対応できるよう、車両等の確保、輸送経路

等を確認しておく。 

震災時の水災に対処する水防活動等については、風水害編（応急・復旧対策計画）第３章「水

防対策」に基づき実施する。 
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第２章 都市施設対策 
 

 

 

 

 

 

第１節 ライフライン施設 
[都水道局、都下水道局東部第一下水道事務所、東京電力パワーグリッド江東支社、

東京ガスグループ、ＮＴＴ東日本] 

１ 水道施設防災計画 

震災編第４章予防対策第４節「ライフライン施設の安全化」に準ずる。 

 

２ 下水道施設防災計画 

震災編第４章予防対策第４節「ライフライン施設の安全化」に準ずる。 

 

３ 電気施設防災計画 

震災編第４章予防対策第４節「ライフライン施設の安全化」に準ずる。 

 

４ ガス施設防災計画 

ガス施設の風水害対策として、これらの災害の発生に対し、機能に重大な支障を来たさ

ないような対策を講じている。 

（１）ガス製造設備 

ア 浸水のおそれのある設備には、防水壁・防水扉・排水ポンプ等の設置及び機器類・

物品類のかさあげによる流出防止措置等必要な措置を講じる。 

イ 暴風雨・大雪等の影響を受けやすい箇所の固定又は必要に応じて補強を行う。 

ウ 暴風雨・大雪等の発生が予想される場合は、あらかじめ定めるところにより巡回点

検する。 

（２）ガス供給設備 

暴風雨・大雪等の発生が予想される場合は、あらかじめ定めた主要供給路線・橋梁架

管及び浸水のおそれのある地下マンホール内の整圧器等を巡回点検する。 

※ 上記以外の計画については、震災編第４章予防対策第４節「ライフライン施設の

安全化」に準ずる。 

 

５ 電信電話施設防災計画 

非常災害が発生又は発生するおそれがある場合、特に風水害を中心として、通信の疎通

維持、応急復旧作業を迅速に行うことを目標とし、予防対策、非常招集体制の確立、機動

力の整備、資器材・工具の確保に万全を期する。 

  

○ 電気、ガス、水道、通信などのライフライン施設や道路、鉄道などの施設について、平常

時から、それらの機能が充分に発揮され、社会全体に及ぼす影響を最小限に止めるための安

全化対策等を行う。 
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 第２節 道路及び鉄道施設 
[区、都建設局第五建設事務所、首都高速道路東京東局、ＪＲ両国駅、ＪＲ錦糸町

駅、東武鉄道、京成電鉄、都交通局（門前仲町駅務管区、馬喰駅務管区）、東京

地下鉄日本橋駅務管区住吉地域] 

１ 道路、橋梁防災計画 

道路、橋梁について、災害時における住民避難及び災害復旧活動等に支障がないよう平

常時より整備しておくものとする。 

道路は、区内全面舗装済であり、道路自体は水害による破損のおそれはないと思われる

が、道路冠水により災害応急活動に支障がないよう、側溝及び溝渠の整備、しゅんせつ等

により溢水を防止する。 

橋梁については、暴風及び洪水にも十分耐え得るよう設計されているが、荷重制限のあ

る橋や老朽化した橋について、逐次改修中である。 

※震災編第４章予防対策第１節「道路及び鉄道施設の安全化」参照 

 

２ 鉄道施設防災計画 

震災編第４章予防対策第１節「道路及び鉄道施設の安全化」に準ずる。 
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第３章 応急活動拠点等の整備 
 

震災編第４章予防対策第３節「緊急輸送ネットワークの整備」、震災編第６章予防対策第１節

第１項「区庁舎の整備」、同章予防対策第５節第１項「オープンスペースの確保」、震災編第７章予

防対策第１節「防災機関相互の情報通信連絡体制の整備」、震災編第 11 章予防対策第１節「食

料及び生活必需品等の確保」に準ずる。 
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第４章 地域防災力の向上 
 

震災編第２章予防対策第１節第１項「区民等の役割」同章予防対策第２節「地域による共助の推

進」、同章予防対策第５節「事業所による自助・共助の強化」、同章予防対策第７節「区民・行政・

事業所等の連携」、震災編第３章予防対策第４節第４項「危険物施設等の防災組織」、震災編第 10

章予防対策第２節「要配慮者の安全確保」に準ずる。 

 

第１節 区民等の役割 
１ 日頃から天気予報や気象情報などに関心を持ち、よく発表される気象注意報等や、被害

状況などを覚えておく。 

２ 区が作成する墨田区水害ハザードマップなどで自分の住む地域の地理的特徴を把握しておく。 

３ 水、食料、衣料品、携帯ラジオなど非常持出用品の準備をしておく。 

４ 台風などが近づいたときの予防対策や、避難時の家族の役割分担をあらかじめ決めておく。 

５ 風水害の予報が出た場合、安全な場所にいる場合は避難所に行く必要がないため、むや

みな外出は控える。危険が想定される場合は、事前に安全な親戚・知人宅に避難するなど、

必要な対策を講じる。 

６ 「東京マイ・タイムライン」等を活用し、避難先・経路や避難のタイミング等、あらか

じめ風水害時の防災行動を決めておく。 

７ 浸水が心配される場合は、都や国がインターネットや携帯電話で配信する、雨量、河川

水位情報を確認する。必要に応じて、家財道具を安全な場所に移しておく。 

８ 都・区等が行う防災訓練や防災事業に積極的に参加する。 

９ 町会・自治会などが行う、地域の相互協力体制の構築に協力する。 

10 雨水をスムーズに排水するため、地域ぐるみで側溝の詰まりなどを取り除くなどの対策

を協力して行う。 

 

第２節 住民防災組織の強化 

第１項 住民防災組織等の役割 

地域組織及び住民が自主的に結成した住民防災組織の役割や取るべき措置は、次のとおりで

ある。 

１ 防災に関する知識の普及 

２ 情報伝達、救出救助、応急救護、避難など各種訓練を実施 

３ 避難、救助、救護、搬出資器材等の整備・保守及び非常食、簡易トイレの備蓄 

４ 地域内の危険箇所の点検・把握及び地域住民への周知 

５ 地域内の要配慮者の把握及び災害時の支援体制の整備 

６ 地域内の企業・事業所との連携・協力体制の整備 

７ 行政との連携・協力体制の整備 

８ 要配慮者や女性の視点を踏まえた避難所運営支援 
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 第２項 住民防災組織の充実 

１ 住民防災組織の結成促進 

（１）区は、住民への積極的な指導・助言により、住民防災組織の組織化を進める。 

（２）区は、都と連携し、住民防災組織の活性化を目指して、より一層きめ細やかな指導・

助言を行う。 

 

２ 住民防災組織の活動環境の整備 

区は、活動用資器材及び住民防災組織の活動拠点の整備の充実を図る。 

 

３ 住民防災組織の訓練用資器材整備 

区は、都と連携し、住民防災組織等が行う各種訓練の一層の充実を図るため、訓練の技

術指導や実技体験訓練等を行う上で必要な訓練用資器材を整備する。 

 

４ 住民防災組織の活性化 

区は、消防署などと連携し、各種防災訓練での技術指導等を通じて、住民防災組織の活

性化に努める。 

 

第３節 行政・事業所・都民等の連携 
区及び防災関係機関は、災害から地域ぐるみで地域社会を守っていくことを目的とした次の

対策を推進し、地域の防災連携体制を確立する。 

 

１ 連携・協力体制 

地域の住民防災組織、事業所、ボランティア等が相互に連携するための協議会の設置や

情報連絡体制の確保など、協力体制の確立に努める。 

 

２ 地域コミュニティの活性化 

町会・自治会等の体制強化をはじめとした地域コミュニティの活性化を図り、地域の防

災まちづくりへの積極的な参加等を促すなど地域防災体制の強化を図る。 

 

３ 合同防災訓練の実施 

地域の防災体制を確立するため、地域の防災機関、住民防災組織、事業所、ボランティ

ア等の各組織間の連携活動を重視するとともに、地域住民が主体となった防災訓練の充実

を図る。 

 

４ 地区防災計画の作成 

区民等から地区防災計画の提案があり、必要があると認められれば地域防災計画の中に

位置付ける。 
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第５章 ボランティア等との連携・協働 
 

震災編第２章予防対策第６節「ボランティア等との連携・協働」に準ずる。 
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第６章 防災運動の推進 
 

第１節 防災意識の啓発 
[各機関] 

震災編第２章予防対策第１節第２項「防災意識の啓発」、同節第３項「防災教育・訓練の充

実」に準ずる。 

 

第１項 防災広報の充実 

１ 各防災機関が行う広報内容の基準 

（１）台風・津波・高潮・局所的集中豪雨に関する一般知識 

（２）各防災機関の風水害対策 

（３）竜巻に対する備え 

（４）局所的集中豪雨対策 

（５）家庭での風水害対策 

（６）避難するときの注意 

（７）地下空間における緊急的な浸水に対する心得 

（８）土砂災害に対する心得 

（９）台風時の風に対する対策    

（10）災害情報の入手方法 

（11）応急救護の方法 

（12）住民防災組織の育成方法や防災行動力の向上方法 

（13）避難指示等に関する取扱い 

 

２ 各防災機関の広報 

機関名 内  容 

区 

防災パンフレットの配布や講習会、ＳＮＳを用いた情報配信、

防災訓練の実施、海抜表示板の設置などを通じて、住民の防災意

識の向上を図る。 

東 京 消 防 庁 第 七 

消 防 方 面 本 部 

本 所 ・ 向 島 

消 防 署 

１ チラシ、小冊子等広報印刷物、デジタルサイネージ、アプリ、

ＳＮＳ、ホームページ及び報道機関への情報提供を通じて、防

災知識、応急救護知識の普及を図る。 

２ 都民防災教育センターにおいて、風水害に関する知識の普及及

び暴風雨の擬似体験を通じて、防災行動力の向上を図る。 

３ 「地域の防火防災功労賞制度」を活用した都民の防災意識の普

及啓発を図る。 

４ 消防団、災害時支援ボランティア、女性防火組織、消防少年団

等の活動紹介及び加入推進を行う。 
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第２項 防災教育の充実 
 

機関名 内  容 

区 

１ 防災セミナーや各種講演会等を開催し、住民の防災知識の向上を図

る。 

２ 要配慮者、家族、地域住民等が合同で実施する避難訓練への支援を

行う。 

３ 各避難所運営主体による避難所運営訓練、総合防災訓練等への要配

慮者及び家族の参加に対する支援を行う。 

東 京 消 防 庁 第 七 

消 防 方 面 本 部 

本 所 ・ 向 島 

消 防 署 

過去の消防活動や経験や教訓、全国で発生した災害の課題や教訓等を

踏まえ、風水害から都民が自らの生命・身体・財産を確実に守ることが

できるよう様々な普及啓発を行う。 

１ 区と連携し、ハザードマップ等の地域の防災対策に関する情報を提

供することを通じて、風水害に備えることの重要性を普及啓発する。 

２ 都総務局と連携し、東京マイ・タイムラインの普及啓発を行う。 

３ 家庭で比較的簡単に入手できる物品を利用した、応急的な簡易水防

工法等の防災教育を実施する。 

４ 都民防災教育センターにおいて防災知識の普及啓発を図るととも

に、風水害コーナーで災害疑似体験訓練を行う。 

５ 児童生徒に対し発達段階に応じた総合防災教育を実施し、防災意識

の向上と、災害に対し自らと家族や地域を守る力の向上を図る。 

６ 女性防火組織、消防少年団、幼年消防クラブの育成指導を通じ、防

災意識と防災行動力の向上を図る。 

 

第３項 地域、防災機関等と学校の連携による防災教育の推進 

１ 区は、児童・生徒の発達段階に応じた防災ボランティア活動について普及啓発を推

進する。 

２ 区は、都民防災教育センター等を活用し、地域の防災教育を広める。 

３ 消防署は、学校と連携し、児童・生徒の発達段階に応じて、各種災害に対する防災意

識及び防災行動力の向上を目的とした総合防災教育を実施する。 
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 第２節 水防訓練の充実 
[各機関] 

水防法又は東京都水防計画に対象とする災害が発生又は発生するおそれがある場合に、被

害を未然に防止又は被害を最小限に止めるため、区の地域において円滑に水防活動が実施で

きるよう、各防災関係機関の協力体制及び水防工法に習熟するための訓練を実施する。 

 

１ 区の訓練 

機関名 内  容 

区 

 区は、防災訓練に必要な組織及び訓練実施方法等に関する計画を定め、

平常時よりあらゆる機会を捉え、訓練を実施する。 

１ 参加機関 

区、地域住民、事業者、消防署、消防団及び防災関係機関 

２ 訓練項目 

本部運営訓練、非常招集訓練、現地実動訓練、図上訓練 

各消防署、消防団、区その他防災関係機関 

原則として毎年台風シーズン前に実施する。 

 

２ 水防訓練 

機関名 内  容 

区 

 防災関係機関と協力又は協働し水防訓練を実施する。 

参加機関 

 区、消防署、消防団、都関係各局、警視庁等 
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